
（2）職員数の状況（各年４月1日現在）

部　　　　門
職　　員　　数（人） 対前年増減数

（人）平成２8年度 平成２9年度

一般行政部門

議会 ４ ４ ０
総務・企画 57 55 △２

税務 ２5 ２4 △１
民生 １56 １65 ９
衛生 １9 １9 ０
労働 ０ ０ ０

農林水産 ９ ９ ０
商工 ３ ３ ０
土木 １7 １7 ０
小計 ２9０ ２96 ６

特別行政部門 教育 ２9 ３１ ２
普 通 会 計 計 ３１9 ３２7 ８

公営企業等
会 計 部 門

下水道 ５ ５ ０
その他 １4 １4 ０
小計 １9 １9 ０

合　　　計 ３３8 ３46 ８

（1）職員の任免の状況

区　　分 平成２9年度
採用（人）

平成２8年度　退職（人）
定　年 自己都合 計

事　務　職 ８ ４ １ ５
技　術　職 ０ ２ ０ ２
医　療　職 １ ０ １ １
保　育　職 １３ ３ ３ ６
技能労務職 ０ ０ ０ ０

計 ２２ ９ ５ １4

（４）職員手当の状況
期末・勤勉手当（平成29年４月1日現在）

区　　　分 支　給　割　合
期末手当 勤勉手当

６月期 １.２２5月分 ０.85月分
１２月期 １.３75月分 ０.85月分

計 ２.6０月分 １.7０月分
職制上の段階、
職 務の級など
による加算措置

有

地域手当（平成29年４月1日現在）
支 給 対 象 地 域 全　地　域
支 給 率 ６％
支 給 対 象 職 員 数 ３46人
１人当たり平均支給月額 １8,０００円

（注） 給与制度の改正により変更となることがあります。

時間外勤務手当（平成2８年度）
支 給 総 額 78,３０２千円
１人当たり平均支給年額 ２84千円

（注） １人当たり平均支給年額は、平成２8年度普通会計
決算額より算出した平均額です。

住居手当（平成29年４月1日現在）
借家・借間の場合（家賃月額１２,０００円を
超える場合に限る。）家賃の額に応じて最高
２7,０００円を支給

退職手当（平成29年４月1日現在）

区　　　分 支　給　割　合
自己都合 定年

勤続２０年 　２０.445月分 ２5.556２5月分
勤続２5年 　２9.１45月分 　３4.58２5月分
勤続３5年 　4１.３２5月分 　　　49.59月分
最高限度 　　49.59月分 　　　49.59月分

その他の加算措置など 定年前早期退職特例措置（２～45%加算）

１人当たり平均支給額 　　　　767千円 　　２１,495千円
（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２8年度に退職した職員に支給された平

均額です。

特殊勤務手当（平成2８年度）
職員全体に占める手当支給対象職員の割合 4２.８ ％
対象職員１人当たり平均支給年額 5,6２4円
手当の種類（手当数） ５手当

手当の名称
行旅死亡人取扱手当、防疫作業手当、犬猫等死
体処理取扱手当、生活保護現業業務従事手当、
非常配備従事手当

（注） 対象職員１人当たり平均支給年額は、平成２8年度普通会計決算額より算出した平
均額です。

扶養手当（平成29年４月1日現在）
内　　　　　　　　　　　　容

配偶者 １０,０００円
配偶者以外の扶養親族１人につき 子：  8,０００円　父母など：6,5００円
配偶者のいない場合の扶養親族１人まで 子：１０,０００円　父母など：9,０００円
満１6歳の年度初めから満２２歳の年度末までの子については、5,０００
円を加算

（５）特別職の報酬などの状況（平成29年４月1日現在）
区　　　　分 報酬などの月額 期　末　手　当

給　　料
市　　　長 9３１,０００円

 ６月期　　１.55月分
１２月期　　１.7０月分
　 計　　　３.２5月分

副　市　長 77０,０００円
教　育　長 67２,０００円

報　　酬
議　　　長 498,０００円
副　議　長 446,０００円
議　　　員 ３98,０００円

3　職員研修の実施状況（平成2８年度）
区　分 研　　　修　　　名 実施件数 人　数

階 層 別 研 修 新規採用、一般前期・中期、新任係長研修など １０ 75

派 遣 研 修 地方自治法、地方税研修など ３０ 99
内 部 研 修 新行政不服審査制度に係る職員研修など ７ 775 

通勤手当（平成29年４月1日現在）
交通機関利用者 運賃に応じて最高55,０００円を支給

自動車など使用者
（片道２ｋｍ未満の者は除く。）

距離に応じて
月額２,０００円から３１,6００円を支給

（注） 職員数は、一般職に属する職員であり、地方公務員の身分を保有する
休職者および派遣職員を含み、臨時または非常勤職員は除きます。

（1）職員給与費の状況（平成29年度普通会計予算）
職　員　数

（Ａ）
給　　　　　　　　与　　　　　　　　費 １人当たり

給　　　料 職 員 手 当 期末・勤勉手当 計（Ｂ） 給与費（Ｂ／Ａ）
３44人 １,１57,789千円 ２49,76１千円 46２,547千円 １,87０,０97千円 5,4３6千円

（注）給与費は、平成２9年度当初予算の計上額であり、職員手当には退職手当は含まれていません。

（2）職員の平均給料月額および平均年齢の状況（平成29年４月1日現在）
区　　　　分 平 均 給 料 月 額 平 均 給 与 月 額 平　均　年　齢
一般行政職 ３１6,３００円 ３9０,２9３円 4０.６歳
技能労務職 ２２7,9００円 ２47,１０4円 5０.７歳

（3）職員の初任給の状況（平成29年４月1日現在）
区　　　分 初　任　給 採用２年経過日給料額

一般行政職 大学卒 １84,8００円 ２００,１００円
高校卒 １5０,5００円 １6１,7００円

技能労務職 高校卒 １３5,5００円 １4３,5００円
（注）１　採用試験に合格し、学校卒業後直ちに採用された者の初任給と、その者が２年後に受けることとなる給料額について掲げたものです。
　　２　給与制度の改正などにより変更となることがあります。

1　職員の任免および職員数の状況

 2　職員の給与の状況

人事行政の運営などの状況
人事行政の透明性を高めるため、職員の任用・給与などを市民の皆さんにお知らせします。
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